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図表 43 中部国際空港の位置図 

出所：中部圏開発整備地方協議会 
「平成 29 年度 中部圏の開発整備について」 

15. 中部国際空港（セントレア） 

① 概要 

 所 在 地：愛知県常滑市 

 空 港 種 別：拠点空港（会社管理空港） 

 設置管理者：中部国際空港株式会社 

 開 港 日：2005 年 2 月 17 日 

 運 用 時 間：24 時間 

 基 本 施 設：滑走路１本 [3500m×60m]、 

駐機場 79 スポット 

 航空旅客数：1,042 万人（2015 年度） 

[国際線 490 万人/国内線 552 万人]  

 

② 事業の趣旨・効果 

中部国際空港は、開港以来、成田国際空港、

関西国際空港と並ぶ国際拠点空港として、我が

国の航空輸送の発展の一翼を担っており、国内

外の人・モノの交流に大きく貢献してきた。 

国においては、訪日外国人旅行者数について、

2020 年には 4,000 万人、2030 年には 6,000 万人という新しい目標を掲げた。中部国際空港とし

ては、2019 年度までに、訪日外国人数 400 万人を含む旅客数 1,500 万人、国際航空貨物取扱量

24 万トンの達成を目指し、これに向け、LCC（格安航空会社）を主なターゲットとする新ターミ

ナルの建設や駐機場の整備等を実施することとしている。 

地元としても、経済界や空港会社と協力して、航空需要の拡大・航空ネットワークの充実に

向けたエアポートセールスを実施している。また、３県１市（岐阜県、愛知県、三重県、名古

屋市）と経済界、空港会社等からなる「中部国際空港利用促進協議会」を中心に、訪日意欲が

旺盛な中国や東南アジア諸国を始めとした訪日外国人の受入の拡大に向けて、国と連携し、昇

龍道プロジェクトの推進を行うほか、航空貨物の利用促進や若年層をターゲットとした海外旅

行需要の喚起を行う事業等を実施している。国においても、ビジット・ジャパン地方連携事業

等インバウンド旅客の増加に向けた施策を始めとする航空需要の拡大の取組の一層の推進とと

もに、急増する訪日外国人受入に適切に対応するため、CIQ 体制の充実・強化に向けた取組が望

まれる。 

近年、中部国際空港では、中国を始めとする新規路線の就航が拡大しており、今後の LCC の

拠点化等を見据えると、旅客数や離着陸回数の大幅な伸びが予測されるとともに、24 時間運用

の利点を活かした深夜早朝時間帯の就航が相次いでいることから、これまで深夜早朝時間帯に

行っていた滑走路のメンテナンスを行う時間を確保することが困難になってきている。 

リニア中央新幹線の全線開通による巨大都市圏の誕生という大きなインパクトの活用や国の

中枢機能の分担等を確実に担うため、中部国際空港の機能強化、特に二本目滑走路の実現に向

けて国が主体となって必要な調査検討に取り組むことが望まれる。加えて、新たな道路アクセ

スとなる西知多道路について、2016 年度、新規事業化されたところであるが、空港利用者の利

便性向上のためには、道路・鉄道等アクセスの更なる充実が望まれる。  

71 
 

 

図 43 中部国際空港の位置図 

出所：中部圏開発整備地方協議会 
「平成 29 年度 中部圏の開発整備について」 
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 設置管理者：中部国際空港株式会社 

 開 港 日：2005 年 2 月 17 日 

 運 用 時 間：24 時間 

 基 本 施 設：滑走路１本 [3500m×60m]、 

駐機場 79 スポット 

 航空旅客数：1,042 万人（2015 年度） 

[国際線 490 万人/国内線 552 万人]  

 

② 事業の趣旨・効果 

中部国際空港は、開港以来、成田国際空港、

関西国際空港と並ぶ国際拠点空港として、我が

国の航空輸送の発展の一翼を担っており、国内

外の人・モノの交流に大きく貢献してきた。 

国においては、訪日外国人旅行者数について、

2020 年には 4,000 万人、2030 年には 6,000 万人という新しい目標を掲げた。中部国際空港とし

ては、2019 年度までに、訪日外国人数 400 万人を含む旅客数 1,500 万人、国際航空貨物取扱量

24 万トンの達成を目指し、これに向け、LCC（格安航空会社）を主なターゲットとする新ターミ

ナルの建設や駐機場の整備等を実施することとしている。 

地元としても、経済界や空港会社と協力して、航空需要の拡大・航空ネットワークの充実に

向けたエアポートセールスを実施している。また、３県１市（岐阜県、愛知県、三重県、名古

屋市）と経済界、空港会社等からなる「中部国際空港利用促進協議会」を中心に、訪日意欲が

旺盛な中国や東南アジア諸国を始めとした訪日外国人の受入の拡大に向けて、国と連携し、昇

龍道プロジェクトの推進を行うほか、航空貨物の利用促進や若年層をターゲットとした海外旅

行需要の喚起を行う事業等を実施している。国においても、ビジット・ジャパン地方連携事業

等インバウンド旅客の増加に向けた施策を始めとする航空需要の拡大の取組の一層の推進とと

もに、急増する訪日外国人受入に適切に対応するため、CIQ 体制の充実・強化に向けた取組が望

まれる。 

近年、中部国際空港では、中国を始めとする新規路線の就航が拡大しており、今後の LCC の

拠点化等を見据えると、旅客数や離着陸回数の大幅な伸びが予測されるとともに、24 時間運用

の利点を活かした深夜早朝時間帯の就航が相次いでいることから、これまで深夜早朝時間帯に

行っていた滑走路のメンテナンスを行う時間を確保することが困難になってきている。 

リニア中央新幹線の全線開通による巨大都市圏の誕生という大きなインパクトの活用や国の

中枢機能の分担等を確実に担うため、中部国際空港の機能強化、特に二本目滑走路の実現に向

けて国が主体となって必要な調査検討に取り組むことが望まれる。加えて、新たな道路アクセ

スとなる西知多道路について、2016 年度、新規事業化されたところであるが、空港利用者の利

便性向上のためには、道路・鉄道等アクセスの更なる充実が望まれる。  

・所　在　地：愛知県常滑市
・空 港 種 別：拠点空港（会社管理空港）
・設置管理者：中部国際空港株式会社
・開　港　日：2005 年 2 月 17 日
・運 用 時 間：24 時間
・基 本 施 設：滑走路１本 [3500m × 60m]、

　　　　　　　駐機場 79 スポット
・航空旅客数：1,042 万人（2015 年度）

　[国際線 490 万人 /国内線 552 万人 ]
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参考資料１：中部圏開発整備法 
（昭和四十一年七月一日法律第百二号） 

最終改正：平成一七年七月二九日法律第八九号 
 
  第一章 総則 （第一条・第二条）  
  第二章 削除（第三条―第五条）  
  第三章 国土審議会の調査審議等（第六条・第七条）  
  第四章 中部圏開発整備地方協議会（第八条）  
  第五章 中部圏開発整備計画（第九条―第十二条）  
  第六章 中部圏開発整備計画の実施（第十三条―第二十二条）  
  附則  
 
   第一章 総則   
 
（目的）  
第一条 この法律は、中部圏の開発及び整備に関する総合的な計画を策定し、その実施を推進することにより、

東海地方、北陸地方等相互間の産業経済等の関係の緊密化を促進するとともに、首都圏と近畿圏の中間に位す
る地域としての機能を高め、わが国の産業経済等において重要な地位を占めるにふさわしい中部圏の建設とそ
の均衡ある発展を図り、あわせて社会福祉の向上に寄与することを目的とする。  

 
（定義）  
第二条 この法律で「中部圏」とは、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県及び

滋賀県の区域を一体とした広域をいう。  
２ この法律で「中部圏開発整備計画」とは、中部圏の建設とその均衡ある発展を図るため必要な中部圏の開発

及び整備に関する計画をいう。  
３ この法律で「都市整備区域」とは、中部圏の地域のうち第十三条第一項の規定により指定された区域をいう。  
４ この法律で「都市開発区域」とは、都市整備区域以外の中部圏の地域のうち第十四条第一項の規定により指

定された区域をいう。  
５ この法律で「保全区域」とは、中部圏の地域内において観光資源を保全し、若しくは開発し、緑地を保全し、

又は文化財を保存する必要がある区域で、第十六条第一項の規定により指定された区域をいう。  
 

第二章 削除   
 
第三条    削除  
 
第四条    削除  
 
第五条    削除  
 
   第三章 国土審議会の調査審議等   
 
（国土審議会の調査審議等）  
第六条 国土審議会（以下「審議会」という。）は、国土交通大臣の諮問に応じ、中部圏開発整備計画の策定及び

実施に関する重要事項について調査審議する。  
２ 審議会は、前項に規定する事項について国土交通大臣に意見を述べることができる。  
 
第七条    削除  
 
   第四章 中部圏開発整備地方協議会   
 
（中部圏開発整備地方協議会）  
第八条 中部圏の開発及び整備に関する重要事項を調査審議するため、関係県は、その協議により規約を定め、

共同して、中部圏開発整備地方協議会を設置する。  
２ 前項の規定による関係県の協議については、当該県の議会の議決を経なければならない。  
３ 中部圏開発整備地方協議会は、次に掲げる者をもつて組織する。  
一 関係県の知事及び関係指定都市（地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一

項の指定都市をいう。以下この項において同じ。）の市長  
二 関係県及び関係指定都市の議会の議長  
三 関係市の市長（関係指定都市の市長を除く。）を代表する者として関係県の知事が協議して指名する者  
四 関係市の議会の議長（関係指定都市の議会の議長を除く。）を代表する者として関係県の知事が協議して指

名する者  
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五 関係町村の町村長を代表する者として関係県の知事が協議して指名する者  
六 関係町村の議会の議長を代表する者として関係県の知事が協議して指名する者  
七 学識経験のある者のうちから関係県の知事が協議して指名する者  

４ この法律に定めるもののほか、中部圏開発整備地方協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規約で定め
るものとする。  

 
   第五章 中部圏開発整備計画   
 
（中部圏開発整備計画の内容）  
第九条 中部圏開発整備計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 中部圏内の人口規模、土地利用の基本的方向その他中部圏の開発及び整備に関して基本となるべき事項  
二 都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の指定に関する事項  
三 次に掲げる事項で根幹となるべきものとして政令で定めるもの 
イ 道路、鉄道、港湾、空港、運河等の交通施設及び通信施設の整備に関する事項 
ロ 住宅用地、工場用地等の土地利用に関する事項 
ハ 水資源の開発及び利用に関する事項  
ニ 国土保全施設の整備に関する事項 
ホ 住宅及び生活環境施設の整備に関する事項 
ヘ 公害の発生の防止に関する施設その他公害の防止に関する事項 
ト 教育文化施設の整備に関する事項 
チ 観光資源の開発、利用及び保全並びに文化財の保存に関する事項 
リ その他中部圏の開発及び整備に関する事項 

２ 中部圏開発整備計画は、国土形成計画法 （昭和二十五年法律第二百五号）第二条第一項 に規定する国土形
成計画との調和が保たれたものでなければならない。  

 
（中部圏開発整備計画の案の作成及び提出）  
第十条 関係県は、その協議により、中部圏開発整備地方協議会の調査審議を経て中部圏開発整備計画の案を作

成し、これを国土交通大臣に提出しなければならない。  
 
（中部圏開発整備計画の作成及び決定）  
第十一条 中部圏開発整備計画は、前条の規定により提出された案に基づいて作成するものとする。  
２ 国土交通大臣は、中部圏開発整備計画を作成するについて必要があると認めるときは、関係行政機関の長、

関係地方公共団体及び関係のある事業を営む者（以下「関係事業者」という。）に対し、資料の提出、意見の開
陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。  

３ 中部圏開発整備計画は、国土交通大臣が、審議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議して、決
定するものとする。この場合において、国土交通大臣は、関係県から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこ
れに回答するものとする。  

４ 国土交通大臣は、中部圏開発整備計画の決定をするに当たつて、中部圏開発整備計画が前条の規定により提
出された案と著しく異なるものである場合その他特別の必要があると認める場合には、関係県の意見を聴くも
のとする。この場合において、国土交通大臣は、関係県から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答
するものとする。  

５ 国土交通大臣は、中部圏開発整備計画を決定したときは、これを関係行政機関の長及び関係地方公共団体に
送付するとともに、国土交通省令の定めるところにより公表しなければならない。  

６ 前項の規定により公表された事項に関し利害関係を有する者は、公表の日から三十日以内に、国土交通省令
の定めるところにより国土交通大臣に意見を申し出ることができる。  

７ 前項の規定による申出があつたときは、国土交通大臣は、その申出を考慮して必要な措置を講じなければな
らない。  

 
（中部圏開発整備計画の変更）  
第十二条 中部圏開発整備計画は、情勢の推移により適当でなくなつたとき、その他これを変更することが適当

であると認められるときは、変更することができる。  
２ 関係県は、前項に規定する事由に該当すると認めるときは、その協議により、国土交通大臣に対し、中部圏

開発整備計画の変更の申出をすることができる。  
３ 前条第二項、第三項及び第五項から第七項までの規定は、第一項の中部圏開発整備計画の変更について準用

する。この場合において、同条第三項中「審議会」とあるのは、「審議会及び関係県」と読み替えるものとする。  
 
   第六章 中部圏開発整備計画の実施   
 
（都市整備区域の指定）  
第十三条 国土交通大臣は、中部圏の地域内において、産業の開発の程度が高く、さらに経済の発展が予想され

る地域で当該地域の発展の進度に応じ都市の機能が十分に発揮されるよう計画的に基盤整備を行なう必要があ
る区域を都市整備区域として指定することができる。  
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２ 国土交通大臣は、都市整備区域を指定しようとするときは、関係地方公共団体及び審議会の意見を聴くとと
もに、関係行政機関の長に協議しなければならない。この場合において、国土交通大臣は、関係地方公共団体
から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。  

３ 都市整備区域の指定は、国土交通大臣が国土交通省令の定めるところにより告示することによつて、その効
力を生ずる。  

 
（都市開発区域の指定）  
第十四条 国土交通大臣は、中部圏の均衡ある発展を図るため、都市整備区域以外の中部圏の地域のうち、工業

等の産業都市その他当該地域の発展の中心的な都市として開発整備することを必要とする区域を都市開発区域
として指定することができる。  

２ 前条第二項及び第三項の規定は、前項の都市開発区域の指定について準用する。  
 
（都市整備区域等の整備等に関する法律）  
第十五条 前二条に定めるもののほか、都市整備区域内及び都市開発区域内における宅地の造成その他都市整備

区域及び都市開発区域の整備及び開発に関し必要な事項は、別に法律で定める。  
 
（保全区域）  
第十六条 国土交通大臣は、中部圏の地域内において観光資源を保全し、若しくは開発し、緑地を保全し、又は

文化財を保存する必要があると認める区域を保全区域として指定することができる。  
２ 第十三条第二項及び第三項の規定は、前項の保全区域の指定について準用する。  
３ 保全区域の整備に関し特別の措置を必要とするときは、別に法律で定めるものとする。  
 
（事業の実施）  
第十七条 中部圏開発整備計画に基づく事業は、この法律に定めるもののほか、当該事業に関する法律（これに

基づく命令を含む。）の規定に従い、国、地方公共団体又は関係事業者が実施するものとする。  
 
（協力、勧告及び公表）  
第十八条 関係行政機関の長、関係地方公共団体及び関係事業者は、中部圏開発整備計画の実施に関し、できる

限り協力しなければならない。  
２ 国土交通大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長、関係地方公共団体又は関係事業者に対し、

中部圏開発整備計画の実施に関し勧告し、及びその勧告によつてとられた措置その他中部圏開発整備計画の実
施に関する状況について報告を求めることができる。  

３ 国土交通大臣は、毎年度、前年度における中部圏開発整備計画の実施に関する状況を公表しなければならな
い。  

 
（中部圏開発整備計画に関する施策の立案及び勧告）  
第十九条 国土交通大臣は、中部圏の建設とその均衡ある発展を図るため特に必要があると認めるときは、審議

会の意見を聴いて中部圏開発整備計画に関する総合的な施策を立案し、これに基づいて関係行政機関の長及び
関係地方公共団体に対し、勧告し、及びその勧告によつてとられた措置について報告を求めることができる。  

 
（国の普通財産の譲渡）  
第二十条 国は、中部圏開発整備計画に基づく事業の用に供するため必要があると認めるときは、その事業の執

行に要する費用を負担する地方公共団体に対し、普通財産を譲渡することができる。  
 
（中部圏開発整備計画の実施に要する経費）  
第二十一条 政府は、中部圏開発整備計画を実施するため必要な資金の確保を図り、かつ、国の財政の許す範囲

内において、その実施を促進することに努めなければならない。  
 
（地方債についての配慮）  
第二十二条 地方公共団体が中部圏開発整備計画を達成するために行なう事業に要する経費に充てるために起こ

す地方債については、法令の範囲内において、資金事情及び当該地方公共団体の財政状況が許す限り、特別の
配慮をするものとする。  

 
    附 則 抄  
（施行期日） 
１  この法律は、公布の日から施行する。  
   附 則 （昭和四二年七月三一日法律第一〇二号） 抄  
 
（施行期日） 
１  この法律は、公布の日から施行する。  
   附 則 （昭和四六年五月三一日法律第八八号） 抄  
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（施行期日） 
第一条 この法律は、昭和四十六年七月一日から施行する。  
 
   附 則 （昭和四九年六月二六日法律第九八号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。  
 
（経過措置） 
第五十三条 この法律の施行の際現にこの法律による改正前の国土総合開発法、首都圏整備法、首都圏の近郊整

備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律、首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律、首都
圏近郊緑地保全法、筑波研究学園都市建設法、近畿圏整備法、近畿圏の既成都市区域における工場等の制限に
関する法律、近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律、近畿圏の保全区域の整備
に関する法律、琵琶湖総合開発特別措置法、中部圏開発整備法、新産業都市建設促進法、過疎地域対策緊急措
置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島復興特別措置法、奄美群島振興特別措置法及び小笠原諸島復
興特別措置法の一部を改正する法律、小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律、防災の
ための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律、地価公示法、不動産の鑑定評価に関す
る法律（不動産鑑定士特例試験及び不動産鑑定士補特例試験に関する法律において準用する場合を含む。）又は
水資源開発公団法（以下「国土総合開発法等」と総称する。）の規定により国の機関がした許可、承認、指定そ
の他の処分又は通知その他の行為は、この法律による改正後の国土総合開発法等の相当規定に基づいて、相当
の国の機関がした許可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。  

２ この法律の施行の際現にこの法律による改正前の国土総合開発法等の規定により国の機関に対してされてい
る申請、届出その他の行為は、この法律による改正後の国土総合開発法等の相当規定に基づいて、相当の国の
機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。  

 
   附 則 （昭和五三年五月二三日法律第五五号） 抄  
 
（施行期日等） 
１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

一 第四十九条中精神衛生法第十六条の三第三項及び第四項の改正規定並びに第五十九条中森林法第七十条
の改正規定 公布の日から起算して六月を経過した日  

二 第一条（台風常襲地帯対策審議会に係る部分を除く。）及び第六条から第九条までの規定、第十条中奄美
群島振興開発特別措置法第七条第一項の改正規定並びに第十一条、第十二条及び第十四条から第三十二条ま
での規定 昭和五十四年三月三十一日までの間において政令で定める日  

 
   附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。  
一 第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改正規定（同法第二百

五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公
園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限る。）、第二百四十四条の規定（農
業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併の
特例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十条、
第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第
四項から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日  

 
（国等の事務） 
第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行前において、地

方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他公共団
体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律
又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として処理するものとする。  

 
（処分、申請等に関する経過措置） 
第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則第百六十三

条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為（以下こ
の条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりさ
れている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日
においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規
定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、こ
の法律の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規
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定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。  
２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対し報告、届出、提

出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについて
は、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、これを、改正後のそれぞれの法律の相当
規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事
項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用す
る。  

 
（不服申立てに関する経過措置） 
第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下この条において

「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上級行政庁」
という。）があったものについての同法による不服申立てについては、施行日以後においても、当該処分庁に引
き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合において、当該処分庁
の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。  

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当該機関が行政
不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法
定受託事務とする。  

 
（手数料に関する経過措置） 
第百六十二条 施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の規定に

より納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、
なお従前の例による。  

 
（罰則に関する経過措置） 
第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
 
（その他の経過措置の政令への委任） 
第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過措置

を含む。）は、政令で定める。  
２ 附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、政令で定める。  
 
（検討） 
第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務については、できる限り新たに

設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令に
示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを行うものとする。  

 
第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよう、国と地方公共団

体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その
結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

 
第二百五十二条 政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会保険の事務処理の体制、これに従事す

る職員の在り方等について、被保険者等の利便性の確保、事務処理の効率化等の視点に立って、検討し、必要
があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。  

 
   附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  
二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日  
 
（職員の身分引継ぎ） 
第三条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商

産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の府省」という。）の職員（国
家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の
委員、日本工業標準調査会の会長及び委員並びに これらに類する者として政令で定めるものを除く。）である
者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、
外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この
条において「新府省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職
員が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは
機関として政令で定めるものの相当の職員となるものとする。  
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（別に定める経過措置） 
第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律

で定める。  
 
   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。  
 
   附 則 （平成一七年七月二九日法律第八九号） 抄  
 
（施行期日等） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日（以下「施行日」と

いう。）から施行する。ただし、次項及び附則第二十七条の規定は、公布の日から施行する。  
 
（中部圏開発整備法の一部改正に伴う経過措置）  
第五条 施行日以後第五条の規定による改正後の中部圏開発整備法（以下この条において「新法」という。）第九

条第一項の中部圏開発整備計画が新法第十一条第三項の規定により決定されるまでの間においては、この法律
の施行の際現に第五条の規定による改正前の中部圏開発整備法（以下この条において「旧法」という。）第十一
条第三項の規定により決定されている旧法第九条第一項の中部圏開発整備計画（同項の基本開発整備計画に係
る部分に限る。）を新法第十一条第三項の規定により決定された新法第九条第一項の中部圏開発整備計画とみな
す。  

 
（政令への委任）  
第二十七条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 
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参考資料２：国土形成計画法 
（昭和二十五年五月二十六日法律第二百五号） 
最終改正：平成二四年三月三一日法律第一三号 

 
  
  第一章 総則（第一条―第三条）   
  第二章 国土審議会の調査審議等（第四条・第五条）   
  第三章 国土形成計画の策定（第六条―第十二条）   
  第四章 国土形成計画の実施（第十三条・第十四条）   
  第五章 補則（第十五条・第十六条）   
  附則  
 
   第一章 総則   
 
（目的）  
第一条 この法律は、国土の自然的条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施策の総合的見地から国土の

利用、整備及び保全を推進するため、国土形成計画の策定その他の措置を講ずることにより、国土利用計画法 
（昭和四十九年法律第九十二号）による措置と相まつて、現在及び将来の国民が安心して豊かな生活を営むこ
とができる経済社会の実現に寄与することを目的とする。  

  
（国土形成計画）  
第二条 この法律において「国土形成計画」とは、国土の利用、整備及び保全（以下「国土の形成」という。）を

推進するための総合的かつ基本的な計画で、次に掲げる事項に関するものをいう。  
一 土地、水その他の国土資源の利用及び保全に関する事項  
二 海域の利用及び保全（排他的経済水域及び大陸棚に関する法律 （平成八年法律第七十四号）第一条第一項 の

排他的経済水域又は同法第二条 の大陸棚における同法第三条第一項第一号 から第三号 までに規定する行為
を含む。）に関する事項  

三 震災、水害、風害その他の災害の防除及び軽減に関する事項  
四 都市及び農山漁村の規模及び配置の調整並びに整備に関する事項  
五 産業の適正な立地に関する事項  
六 交通施設、情報通信施設、科学技術に係る研究施設その他の重要な公共的施設の利用、整備及び保全に関す

る事項  
七 文化、厚生及び観光に関する資源の保護並びに施設の利用及び整備に関する事項  
八 国土における良好な環境の創出その他の環境の保全及び良好な景観の形成に関する事項  
 
２ 前項の国土形成計画は、第六条第二項に規定する全国計画及び第九条第二項に規定する広域地方計画とする。  
 
（国土形成計画の基本理念）  
第三条 国土形成計画は、我が国及び世界における人口、産業その他の社会経済構造の変化に的確に対応し、そ

の特性に応じて自立的に発展する地域社会、国際競争力の強化及び科学技術の振興等による活力ある経済社会、
安全が確保された国民生活並びに地球環境の保全にも寄与する豊かな環境の基盤となる国土を実現するよう、
我が国の自然的、経済的、社会的及び文化的諸条件を維持向上させる国土の形成に関する施策を、当該施策に
係る国内外の連携の確保に配意しつつ、適切に定めるものとする。  

２ 国土形成計画は、総合的な国土の形成に関する施策の実施に関し、地方公共団体の主体的な取組を尊重しつ
つ、全国的な規模で又は全国的な視点に立つて行わなければならない施策の実施その他の国が本来果たすべき
役割を踏まえ、国の責務が全うされることとなるよう定めるものとする。  

 
   第二章 国土審議会の調査審議等   
 
（国土審議会の調査審議等）  
第四条 国土審議会は、国土形成計画及びその実施に関し必要な事項について調査審議し、その結果を国土交通

大臣に報告し、又は勧告する。  
２ 国土審議会は、国土形成計画について必要があると認める場合においては、国土交通大臣を通じて、関係各

行政機関の長に対し、意見を申し出ることができる。  
３ 関係各行政機関の長は、その所掌事務に係る基本的な計画で国土形成計画と密接な関係を有するものについ

て、国土審議会の意見を聴くことができる。  
 
（要旨の公表）  
第五条 国土審議会は、この法律の規定により調査審議した結果について必要があると認める場合においては、

その要旨を公表するものとする。  
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   第三章 国土形成計画の策定   
 
（全国計画）  
第六条 国は、総合的な国土の形成に関する施策の指針となるべきものとして、全国の区域について、国土形成

計画を定めるものとする。  
２ 前項の国土形成計画（以下「全国計画」という。）には、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 国土の形成に関する基本的な方針 
二 国土の形成に関する目標  
三 前号の目標を達成するために全国的な見地から必要と認められる基本的な施策に関する事項  

３ 全国計画は、環境の保全に関する国の基本的な計画との調和が保たれたものでなければならない。  
４ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。  
５ 国土交通大臣は、前項の規定により全国計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、国土交通省令で

定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、環境大臣その他関係行政
機関の長に協議し、都道府県及び指定都市（地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十
九第一項 の指定都市をいう。以下同じ。）の意見を聴き、並びに国土審議会の調査審議を経なければならない。  

６ 国土交通大臣は、全国計画について第四項の閣議の決定があつたときは、遅滞なく、これを公表するものと
する。  

７ 全国計画は、国土利用計画法第四条 の全国の区域について定める国土の利用に関する計画と一体のものとし
て定めなければならない。  

８ 第四項から前項までの規定は、全国計画の変更について準用する。  
 
（全国計画に係る政策の評価）  
第七条 国土交通大臣は、行政機関が行う政策の評価に関する法律 （平成十三年法律第八十六号）第六条第一項 

の基本計画を定めるときは、同条第二項第六号 の政策として、全国計画を定めなければならない。  
２ 国土交通大臣は、前条第六項（同条第八項において準用する場合を含む。）の規定による公表の日から二年を

経過した日以後、行政機関が行う政策の評価に関する法律第七条第一項 の実施計画を初めて定めるときは、同
条第二項第一号 の政策として、全国計画を定めなければならない。  

 
（全国計画に係る提案等）  
第八条 都道府県又は指定都市は、単独で又は共同して、国土交通大臣に対し、当該都道府県又は指定都市の区

域内における第二条第一項各号に掲げる事項に関する施策の効果を一層高めるために必要な全国計画の案（全
国計画の変更の案を含む。以下この条において同じ。）を作成することを提案することができる。この場合にお
いては、当該提案に係る全国計画の案の素案を添えなければならない。  

２ 国土交通大臣は、前項の規定による提案（以下この条において「計画提案」という。）が行われたときは、遅
滞なく、当該計画提案を踏まえた全国計画の案（計画提案に係る全国計画の案の素案の内容の全部又は一部を
実現することとなる全国計画の案をいう。第四項において同じ。）を作成する必要があるかどうかを判断し、当
該全国計画の案を作成する必要があると認めるときは、その案を作成しなければならない。  

３ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた全国計画の案（計画提案に係る全国計画の案の素案の内容の一部
を実現することとなる全国計画の案をいう。）を作成しようとする場合において、第六条第五項（同条第八項に
おいて準用する場合を含む。）の規定により国土審議会における調査審議を経ようとするときは、当該計画提案
に係る全国計画の案の素案を提出しなければならない。  

４ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた全国計画の案を作成する必要がないと判断したときは、遅滞なく、
その旨及びその理由を、当該計画提案をした都道府県又は指定都市に通知しなければならない。  

５ 国土交通大臣は、前項の規定による通知をしようとするときは、あらかじめ、国土審議会に当該計画提案に
係る全国計画の案の素案を提出してその意見を聴かなければならない。  

 
（広域地方計画）  
第九条 国土交通大臣は、次に掲げる区域（以下「広域地方計画区域」という。）について、それぞれ国土形成計

画を定めるものとする。  
一 首都圏（埼玉県、東京都、神奈川県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう。）  
二 近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう。）  
三 中部圏（愛知県、三重県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう。）  
四 その他自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる二以上の県の区域であつて、

一体として総合的な国土の形成を推進する必要があるものとして政令で定める区域  
２ 前項の国土形成計画（以下「広域地方計画」という。）には、全国計画を基本として、次に掲げる事項を定め

るものとする。  
一 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する方針  
二 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する目標  
三 当該広域地方計画区域における前号の目標を達成するために一の都府県の区域を超える広域の見地から必

要と認められる主要な施策（当該広域地方計画区域における総合的な国土の形成を推進するため特に必要が
あると認められる当該広域地方計画区域外にわたるものを含む。）に関する事項  

３ 国土交通大臣は、第一項の規定により広域地方計画を定めようとするときは、あらかじめ、国土交通省令で
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定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、次条第一項の広域地方計
画協議会における協議を経て、関係各行政機関の長に協議しなければならない。  

４ 国土交通大臣は、広域地方計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。  
５ 前三項の規定は、広域地方計画の変更について準用する。  
 
（広域地方計画協議会）  
第十条 広域地方計画及びその実施に関し必要な事項について協議するため、広域地方計画区域ごとに、政令で

定めるところにより、国の関係各地方行政機関、関係都府県及び関係指定都市（以下この条において「国の地
方行政機関等」という。）により、広域地方計画協議会（以下「協議会」という。）を組織する。  

２ 協議会は、必要があると認めるときは、協議により、当該広域地方計画区域内の市町村（指定都市を除く。）、
当該広域地方計画区域に隣接する地方公共団体その他広域地方計画の実施に密接な関係を有する者を加えるこ
とができる。  

３ 第一項の協議を行うための会議（第六項において「会議」という。）は、次に掲げる者をもつて構成する。  
一 国の地方行政機関等の長又はその指名する職員  
二 前項の規定により加わつた地方公共団体の長又はその指名する職員  
三 前項の規定により加わつた者（地方公共団体を除く。）の代表者又はその指名する者  

４ 協議会は、必要があると認めるときは、関係各行政機関に対し、資料の提供、意見の表明、説明その他の協
力を求めることができる。  

５ 協議会は、前条第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）の規定による協議を行う場合においては、
学識経験を有する者の意見を聴くものとする。  

６ 会議において協議が調つた事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。  
７ 協議会の庶務は、国土交通省において処理する。  
８  前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。  
 
（広域地方計画に係る提案等）  
第十一条 広域地方計画区域内の市町村（協議会の構成員である市町村を除く。）は、単独で又は共同して、国土

交通大臣に対し、国土交通省令で定めるところにより、都府県を経由して、当該市町村の区域内における第二
条第一項各号に掲げる事項に関する施策の効果を一層高めるために必要な広域地方計画の策定又は変更をする
ことを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る広域地方計画の素案を添えなければなら
ない。  

２ 国土交通大臣は、前項の規定による提案（以下この条において「計画提案」という。）が行われたときは、遅
滞なく、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更（計画提案に係る広域地方計画の素案の内容の
全部又は一部を実現することとなる広域地方計画の策定又は変更をいう。第四項において同じ。）をする必要が
あるかどうかを判断し、当該広域地方計画の策定又は変更をする必要があると認めるときは、その案を作成し
なければならない。  

３ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更（計画提案に係る広域地方計画の素
案の内容の一部を実現することとなる広域地方計画の策定又は変更をいう。）をしようとする場合において、第
九条第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）の規定により協議会における協議を経ようとするとき
は、当該計画提案に係る広域地方計画の素案を提出しなければならない。  

４ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更をする必要がないと判断したときは、
遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした市町村に通知しなければならない。  

５ 国土交通大臣は、前項の規定による通知をしようとするときは、あらかじめ、協議会に当該計画提案に係る
広域地方計画の素案を提出してその意見を聴かなければならない。  

 
（調査の調整）  
第十二条 国土交通大臣は、関係各行政機関の長が国土形成計画に関して行う調査について必要な調整を行い、

当該各行政機関の長に対し、調査の結果について報告を求めることができる。  
２ 国土交通大臣は、前項の規定による調整を行う場合において、必要があると認めるときは、関係各行政機関

の長の意見を聴いて、特に調査すべき地域を指定することができる。  
 
   第四章 国土形成計画の実施   
 
（広域地方計画に関する調整）  
第十三条 広域地方計画が定められた広域地方計画区域内の都府県又は市町村は、当該広域地方計画を実施する

上で必要があると認める場合においては、単独で又は共同して、国土交通大臣に対し、関係各行政機関の事務
の調整を行うことを要請することができる。  

２ 国土交通大臣は、前項の規定による要請があつた場合において、必要があると認めるときは、国土審議会の
意見を聴いて、必要な調整を行うものとする。  

 
（国土形成計画の実施に関する勧告）  
第十四条 国土交通大臣は、国土形成計画の実施について調整を行うため必要があると認める場合においては、

関係各行政機関の長に対し、必要な勧告をすることができる。  
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   第五章 補則   
 
（沖縄振興基本方針との調整）  
第十五条 沖縄振興基本方針と国土形成計画との調整は、国土交通大臣が内閣総理大臣と国土審議会の意見を聴

いて行うものとする。  
 
（政令への委任）   
第十六条 この法律の実施のための手続その他その執行について必要な事項は、政令で定める。  
 
    附 則 抄  
 
１ この法律は、昭和二十五年六月一日から施行する。  
 
   附 則 （昭和二七年六月二八日法律第二一七号） 抄  
 
 
１ この法律は、昭和二十七年六月三十日から施行する。  
 
   附 則 （昭和二七年七月三一日法律第二八四号） 抄  
 
 
１ この法律は、昭和二十七年八月一日から施行する。  
 
   附 則 （昭和三〇年七月二〇日法律第七四号） 抄  
 
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和三一年四月二六日法律第八三号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律の施行期日は、公布の日から起算して六十日をこえない範囲内で政令で定める。  
 
   附 則 （昭和三二年五月一七日法律第一一〇号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行し、第十二条第二項（同条第三項において準用する場合を含む。）の規定は、

昭和三十二年度分の予算に係る国の負担金又は補助金から適用し、昭和三十一年度分の予算に係る国の負担金
又は補助金の経費の金額で翌年度に繰り越したものについては、なお従前の例による。  

 
   附 則 （昭和三四年三月三〇日法律第六〇号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律は、昭和三十四年四月一日から施行する。  
 
   附 則 （昭和三五年四月二八日法律第六三号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和三五年一二月二七日法律第一七一号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和三五年一二月二七日法律第一七二号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和三七年五月一九日法律第一四三号） 抄  
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（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和三八年七月一〇日法律第一二九号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和四一年七月一日法律第一〇二号） 抄  
 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和四六年一二月三一日法律第一三一号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定（附則第十九条第五

項及び第十二項において「協定」という。）の効力発生の日から施行する。  
 
   附 則 （昭和四九年六月二五日法律第九二号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
 
   附 則 （昭和四九年六月二六日法律第九八号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。  
 
（経過措置） 
第五十三条 この法律の施行の際現にこの法律による改正前の国土総合開発法、首都圏整備法、首都圏の近郊整

備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律、首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律、首都
圏近郊緑地保全法、筑波研究学園都市建設法、近畿圏整備法、近畿圏の既成都市区域における工場等の制限に
関する法律、近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律、近畿圏の保全区域の整備
に関する法律、琵琶湖総合開発特別措置法、中部圏開発整備法、新産業都市建設促進法、過疎地域対策緊急措
置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島復興特別措置法、奄美群島振興特別措置法及び小笠原諸島復
興特別措置法の一部を改正する法律、小笠原諸島の復帰に伴う法令の適用の暫定措置等に関する法律、防災の
ための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律、地価公示法、不動産の鑑定評価に関す
る法律（不動産鑑定士特例試験及び不動産鑑定士補特例試験に関する法律において準用する場合を含む。）又は
水資源開発公団法（以下「国土総合開発法等」と総称する。）の規定により国の機関がした許可、承認、指定そ
の他の処分又は通知その他の行為は、その法律による改正後の国土総合開発法等の相当規定に基づいて、相当
の国の機関がした許可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。  

２ この法律の施行の際現にこの法律による改正前の国土総合開発法等の規定により国の機関に対してされてい
る申請、届出その他の行為は、この法律による改正後の国土総合開発法等の相当規定に基づいて、相当の国の
機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。  

 
第五十四条 この法律の施行の際現に効力を有する首都圏整備委員会規則、建設省令又は自治省令で、この法律

による改正後の国土総合開発法等の規定により総理府令で定めるべき事項を定めているものは、この法律の施
行後は、総理府令としての効力を有するものとする。  

 
第五十五条 従前の首都圏整備委員会の首都圏整備審議会及びその委員、建設省の土地鑑定委員会並びにその委

員長、委員及び試験委員、自治省の奄美群島振興開発審議会並びにその会長及び委員並びに自治省の小笠原諸
島復興審議会並びにその会長、委員及び特別委員は、それぞれ総理府又は国土庁の相当の機関及び職員となり、
同一性をもつて存続するものとする。  

 
   附 則 （昭和五三年五月二三日法律第五五号） 抄  
 
（施行期日等） 
１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

一 略  
二 第一条（台風常襲地帯対策審議会に係る部分を除く。）及び第六条から第九条までの規定、第十条中奄美群
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島振興開発特別措置法第七条第一項の改正規定並びに第十一条、第十二条及び第十四条から第三十二条まで
の規定 昭和五十四年三月三十一日までの間において政令で定める日  

 
   附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  
二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日  
 
（職員の身分引継ぎ） 
第三条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商

産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の府省」という。）の職員（国
家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の
委員、日本工業標準調査会の会長及び委員並びに これらに類する者として政令で定めるものを除く。）である
者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、
外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この
条において「新府省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職
員が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは
機関として政令で定めるものの相当の職員となるものとする。  

 
（別に定める経過措置） 
第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律

で定める。  
 
   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。  
 
   附 則 （平成一四年三月三一日法律第一四号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成十四年四月一日から施行する。  
 
   附 則 （平成一七年七月二九日法律第八九号） 抄  
 
（施行期日等） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日（以下「施行日」と

いう。）から施行する。ただし、次項及び附則第二十七条の規定は、公布の日から施行する。  
２ 第一条の規定による改正後の国土形成計画法（以下単に「国土形成計画法」という。）第六条第四項の規定に

よる全国計画の案の作成については、国土審議会は、この法律の施行前においても調査審議することができる。  
３ 国土形成計画法第六条第一項の規定により国土形成計画が定められるまでの間においては、国土形成計画法

第九条から第十一条まで及び第十三条の規定は、適用しない。  
 
（国土総合開発法の一部改正に伴う経過措置）  
第二条 施行日以後国土形成計画法第六条第一項の規定により国土形成計画が定められるまでの間においては、

この法律の施行の際現に第一条の規定による改正前の国土総合開発法第七条第一項の規定により作成されてい
る全国総合開発計画を国土形成計画法第六条第一項の規定により定められた国土形成計画とみなす。  

２ 前項の規定により国土形成計画法第六条第一項の規定により定められた国土形成計画とみなされる全国総合
開発計画については、国土形成計画法第七条及び第八条の規定は、適用しない。  

 
（政令への委任） 
第二十七条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。  
 
   附 則 （平成二四年三月三一日法律第一三号） 抄  
 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。 
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